
234 

井下回猛著『環境科学論』

富 田 功

（（財）港湾労働経済研究所）

1. はじめに

港湾をめぐる環境条件の変化は厳しく，乙のため港湾機能は近年相対的I＜：：停滞しつ

つある。したがって，乙う した情勢の克服策が目下重要政策課題のーっともされてい

る。そうした状況にあって，ともするとわれわれの地域生活環境問題などは看過されや

すいようであるが，乙の時期』ζ乙そ冷静IL:環境問題を分析・検討する乙とも港湾問題

研究にとって有意義であろう。

著者井下回猛氏は環境問題研究の第一人者でもあり， ζζで著者のプロフィルを紹

介しておく乙とは本書の性格を理解するうえでも役立つであろう。

1932年 北海道函館市生まれ。千葉大，法政大大学院に学ぶ。現在は芝浦工大な

どで教職に従事。専攻は政治学，環境科学など。著書IL『現代地方自治学』 （三一新

書）。論文IL「現代都市試論J （『地方自治通信』1981年10月号～連載中） ，その他

多数。

2. 本書の構成とその視点

本書の構成は以下のようになっている。

I 環境現実をめぐる歴史と意識 l現代日本の環境現実，2日本公害 ・環境破壊

史概説， 3住民意識の所在と課題

日 環境施策と環境自主管理の方策 l環境政策の新局面， 2環境基準と排出基準

の 帆原理、、， 3現代国家 ・自治体と環境自主管理の方策

皿 開発政策と上下水道問題考察の視点 l地域開発政策の本質と矛盾， 2用地造

成と コンビナー 卜自治体の公害施策， 3上下水道問題の現状と課題

IV 土地・緑化，公園と道路施策の現状と問題 l環境現実と土地 ・緑化施策， 2

公園施策の現状と問題点， 3道路施策の展開と規制の現実

v 原発問題と合成洗剤と廃棄物対策 l原子力行政の現状と問題点， 2合成洗浄l
の政治 ・経済学， 3廃棄物行政の現状と課題

VI コミュニテイカルテ・環境アセスメン卜と都市防災 lコミュニティカノレテの思

想， 2環境アセスメン 卜の思想と動向， 3環境現実と都市防災
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四 環境自主管理と環境科学論の形成 l住民運動の思想と地域労働運動との竹接

点、、， 2環境自主管理の構想と具体化， 3環境科学論形成の課題

第1編では，わが国の環境現実を歴史的に考察してみると，それはあまりにも貧困

のようであり一 『げんに，社会的共同消費生活手段である社会資本に例示すれば，乙

れは決定的K貧困そのものである。』 （2頁），とりわけわれわれの地域生活環境の

内実はζれまで十分間われて乙なかった傾向にある。その意味でも，われわれは地域

生活環境とはいったい何なのかと，より積極的にその現実認識を行わなければならな

い乙とK気づかされよう 一『生活環境を総体としてとらえる視点はきわめて乏しいも

のとなっている。』（4頁）。そのような環境認識へ転換して行くためには，少なく

とも自然観や人間観，社会観などの変革が不可欠のように恩われる一 『環境現実もま

た，制御・ 調整しつつ望ましい生活環境が自治と分権に立脚する国民の自主管理によ

る環境が創造されていく乙とが必ず可能となるにちがいなし、からである。』 (JO頁）。

乙うした問題点は，われわれが明治期以降のわが国の経済発展の歩みを透微な眼で

考察すると鮮明化して乙ょう一 『明治時代当初のわが国第一次産業革命期の主要基幹

産業は紡績業と鉱山・ 製錬業であったから E 乙れら両業種を中心として環境破援を招

くζととなった0 ・・ 1914 （大正3）年の第1次世界大戦直前の重工業化路線のいっ

そうの鉱大は，同時K公害問題の多様化と深刻化を招く乙ととなった。 』 (JJ～13頁）。

それらの過程で，確かに汚染原因者負担の原則が問題提起されたが（14～15頁），戦

後日本の地域生活環境は見るも無惨江状況とされている。しかしながら，そうした事態

に対してわが国住民運動は，決して無力ではなかった。つまり． 『1950（昭和25）年

前後から，住民の要求は全国の都道府県K公害防止条例を制定させ，同時に地方自治

体Kその環境保全策に取り組ませた。 』 （17～l8頁）とされる。

乙の問題を地域別にみるならば，とりわけコンビナー 卜都市やその周辺衛星都市の

住民意識はその生活の川質、、の劣悪化K対して広域的に顕在化するとともに， 『いま，

都市居住者たちの多くは明日に乙れを問責している。 』 （27頁）。乙のため，今日その

抜本的対策がそれら地域の行政課題ともされている。

第H編では，そうした行政課題の背農には，乙れまでのわが国の環境政策のなかに

そのさま本理念が十分確立されていなかった点があげられよう。ある意味では，環境政

策は封印されていたのかもしれなし、。それがあくまでも 『いぜんとして対症療法的な

個別公害対策レベルにとどまり，未然防止を重視する環境保全政策施策とはなりえて

いないからである。』 （33頁）とすれば，真に人間生活の営為の環境政策は存在して

いなかったともいえよう。存在していたのは，いわゆる小手先だけの環境対策でしか

なかったのではなかろうか。つまり，人間生活本位の環境政策は，その主体者の行政

責任意識等の不明確のまえに消滅してしまっていたのではなし、かとさえ恩われる。も
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しそうだとすれば，設定された生活環境基準値そのものがわれわれの生活にとって果

たして有効であったのかと危倶されるであろう。その窓味でも， 『環境自主管理の方

策』 （52頁）などが必然化してとょう。乙の問題を模索する議論としては，たとえば，

消費者運動IC積極的iζ参加している主婦らの赤裸々な訴えはそうした課題の一端K

触れているものと評価する乙とは，決して無意味ではないように思われる（『港連 ・

7 -73』 （社）日本港運協会発行， 57年6月， 22～40頁参照） 。乙の点はさらIL，わ

れわれ自らの新たな地域生活環境問題として捉えていかなければならなくなっていく

であろうー 『まさしく，新たなる環境を自主的K.管理しつつ創造して復権させうるも

のは地域の生活環境のなかでうどめきつつも，その生をくり返している、明う三軒両

隣り、、を熟知している地域居住者の具体的発言と具体的行動以外にはない乙とを確認

したいものである。 』 （62頁） 。

第四編では，われわれの地域生活環境問題の本質的な指摘の仕方としては，やはり

乙れまでのわが国の地域開発政策を歴史的K.分析してみる乙とであろう。乙のぱあい，

確かにその政策論はし、かようにも展開できょうが，乙乙では円環境破壊Jとし、う観点

にたって認識していく乙とが重要とされている。乙の点、はとりわけ，臨海工業地帯の

事例研究ではいっそう顕著とされているーたとえば， 『領島県いわき市の，装置型重

化学工業の多い磐城地区ては水質汚濁 ・騒音 ・仮動，それに悪臭などについてはいぜ

んとして苦情 ・陳情があいついでいる。 』 （75頁） 。そ乙では地方自治体の公害施策

はあまりにも無力のようである一それは 『現代の‘国い込みu 』 （79頁）版と8えい

えよう。

乙の点乙そ現代公害問題の原点とも思われるのであるJことえば，現代の公害行政は，

法令の枠内繰作にのみとどまってはいられない（81頁）ほどにその事態は深刻さをま

している，と認識していかなければならないであろう。乙の点は上下水道問題の分析

からも十分指摘できょう（85～ 95頁）。

第W編では，そうした問題点についてわれわれの地域社会に眼を転ずると，生活機

能施設の環境現実は貧困きわまりないとされている。乙の点はと りわけ，大都市幽域

で顕著であるが，地方都市圏と比べて l人あたり行政投資額が相対的K.小額（『経済

白書 ・昭和57年版』参照）であるととが，その基因ではないであろう。むしろ，諸矛

盾を克服できないという限界点にζそ，その本質的問題が伏在しているように恩われ

るのである一 『現実の矛盾と欠陥への転換と補強が部分ながらも確立されていくとき，

環境質総体の内実が大きく変容していく乙とに着目したい。』 （117頁）。まず，われ

われは道路交通問題，したがって交通公害対策の刊現実、、からの問責を第ーとしてい

く乙とが緊要とされている。

第V編では，さらにはわれわれの日常生活と最も密接にかかわっている問題ーとり

わけ合成洗剤や廃棄物問題等（ 144～164頁） ーも最点検していく乙とを見落しては
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ならないとされている。

第刊編では，われわれの環境問題に対する第二の問責点は「コミュニティ ・アセス

メン卜」思怨の形成であろう。思想としての刊土壌、、が全くないと乙ろκは思想その

ものが十分形成されがたいように，われわれがコミュニティ思想を持ちえないばあい

には，おそらくその環境条件のアセスメン 卜すら真に認識できまい。その意味では，

われわれの経済・社会における 『生産と生活両面の竹質、、のありょうをその線源にお

いて，全面的に問いただしていく』 （199頁）乙との全体的な自覚乙そが不可欠のよ

うに恩われる。

第刊編ではs そうした問題はいずれにしても，われわれが自ら環境を自主的IC:管理

していくとともに，新たに環境科学lζ関する理論的蓄積を図っていく乙とが最重要課

題とされている。前者の問題では地域労働運動がその基鑓条件であり，乙のばあい，

severe lζ問われるのは労働者のその基本姿勢でなくてはならないであろう-r明治以
来のわが国社会にあって，体制 ・反体制の両サイ ドともに中央集権的思考様式lとなれ

したしんできたから，労組 ・労働運動にあっても地域認識はきわめて希薄であった。』

( 208頁）。

後者の問題では，基本的IC:は，環境科学論＝人間環境の復権論（220頁）の樹立の視

点から模索していかなければなるまし、。そのばあいの第一の阻害要因は，わが国社会

の文化受容のパターン（北見俊郎著『都市と港』104頁を引用されている）K乙そ問

題があろうと指摘されている 『人間性を優位Kおくとらえ方は，当初来からとかく

拒否ないしは軽視されたから地下K埋没されたままとなった。 』 （221頁）。したが

って，人間性尊重の思想ζそ看過されてはならないと強調されているのである。そし

て，環境科学実現のためには， 『環境科学は生活の日常性レベルからの問題意識の緬

養に立脚しつつも，環境質充足のための諸方策を考察し，健康性 ・快適性・安全性，

そして利便性などK償溢した地域生活環境の実現 ・維持をはかる乙とを命題としてい

る。 』 （225頁）とされている。

3. 本書の評価

人間復権学をめざす本書は港湾問題を研究していくうえでのいくつかの重要な基鍵

的前提ともいうべきものを内包しており，その意味では好箇の文献である。今日の「港

湾問題」では，その経済的条件κ比べて社会的条件，そして文化的条件の重要な前提

がややもすると等閑視される傾向にある乙とを想うとき，本警はきわめて有効な枠組

みを提示している，といっても過言ではなかろう。と同時K，本書で展開されるその

科学的な認識は豊富な資料をベ スとしており，実証的研究としての「方法論」も得

るところ大である。そのような点からも本警の一読を是非ともおすすめしたい。

（内田老鶴闘新社干IJ，昭和57年 4月発行， 231頁，定価 1,800円）


